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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第105期

中間連結会計期間
第106期

中間連結会計期間
第105期

会計期間

自2025年
　４月１日
至2025年
　９月30日

自2026年
　４月１日
至2026年
　９月30日

自2025年
　４月１日
至2026年
　３月31日

売上高 （百万円） 398,559 420,688 812,965

経常利益 （百万円） 18,495 21,950 37,264

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 10,757 13,019 23,638

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 16,257 29,968 38,882

純資産額 （百万円） 430,954 491,410 471,267

総資産額 （百万円） 764,142 804,767 790,066

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 72.11 80.03 157.00

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 66.35 － 145.37

自己資本比率 （％） 52.8 57.6 56.1

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 22,531 19,284 56,590

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △20,209 △15,454 △33,422

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △11,687 △16,073 △16,571

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 67,906 71,889 84,064

 

　（注）１　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２　「１株当たり中間（当期）純利益」並びに第105期中間連結会計期間及び第105期の「潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利益」の算定上、株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」にかかる信託Ｅ口が保有す

る当社株式を期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

　　　　３　「１株当たり中間（当期）純利益」並びに第105期中間連結会計期間及び第105期の「潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利益」の算定上、株式報酬制度「株式給付信託（J-ESOP）」にかかる信託Ｅ口が保有

する当社株式を期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

　　　　４　「１株当たり中間（当期）純利益」並びに第105期中間連結会計期間及び第105期の「潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利益」の算定上、従業員持株会専用信託口が保有する当社株式を期中平均株式数の計

算において控除する自己株式に含めております。

　　　　５　第106期中間連結会計期間の「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。ま

た、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（1）財政状態及び経営成績の状況

① 財政状態

当中間連結会計期間末の総資産は、8,047億67百万円と前連結会計年度末に比べ147億１百万円の増加となりまし

た。長期借入金の返済により現金及び預金が減少したものの上場株式の時価が上昇したことにより投資有価証券が増

加したことなどが主な要因であります。負債については、3,133億56百万円と前連結会計年度末に比べ54億42百万円

の減少となりました。長期借入金が減少したことなどが主な要因であります。また、純資産については、4,914億10

百万円と前連結会計年度末に比べ201億43百万円の増加となりました。上場株式の時価上昇によりその他有価証券評

価差額金が増加したことなどが主な要因であります。

 

② 経営成績

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の堅調な推移を背景に緩や

かな回復傾向が見られたものの、原油価格の急騰期のピークを脱した一方で為替変動や人件費の上昇を背景とした原

材料・エネルギー価格の高止まりが続き、企業の収益活動やサプライチェーンに影響を及ぼしました。また、訪日外

国人消費の拡大ペースに一部で一巡感がみられたほか、名目賃金の引上げが進む一方で継続的な物価高が実質賃金を

押し下げ、個人消費が伸び悩みにつながるなど、先行きは不透明な状況で推移しました。

当社グループの主要な事業にあたる輸送業界では、ナフサ供給混乱に伴う駆け込み需要に落ち着きが見られた他、

ドライバー不足や労働時間規制への対応に加え、エネルギー価格の高止まりなど、企業活動を取り巻く環境は引き続

き厳しい状況が続きました。

このような環境におきまして、当社グループは、成長と適切な資本政策によるPBR１倍超の早期実現及びROE8.0％

以上を目指し、４年目となる「中長期の経営の方向性～ありたい姿とロードマップ2028～」のもと、事業基盤である

特積み事業の優位性を維持しながら、重点施策として掲げるロジスティクス事業及び貸切事業を成長エンジンと位置

づけ、高利益体質への転換を図るため、成長性、収益性、資本効率のバランスを重視した施策を推進してまいりまし

た。

この結果、当中間連結会計期間の売上高は4,206億88百万円（前年同期比5.6％増）、営業利益は204億13百万円

（前年同期比12.8％増）、経常利益は219億50百万円（前年同期比18.7％増）、親会社株主に帰属する中間純利益は

130億19百万円（前年同期比21.0％増）となりました。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 

（輸送事業）

輸送事業におきましては、主力である特積み事業において、物価の高止まりによる個人消費の低迷や国内貨物輸

送需要の伸び悩みなどを背景に、取扱貨物量は低調に推移しました。このような環境下において、各重量帯・距離

帯における適正運賃収受を継続して推進し、輸送単価の改善を図るとともに、新規荷主の開拓や既存荷主との取引

拡大に注力し、取扱貨物量の確保に取り組みました。また、全国に展開する路線ネットワークを活かし、貸切事業

やロジスティクス事業の拡大を推進するなど、収益基盤の強化に努めました。加えて、取扱貨物量に応じた運行体

制の最適化や積載効率の向上を進めるなど、輸送効率の改善とコストの適正化に取り組みました。さらに、輸送事

業の持続的な成長と新たな価値創出に向け、事業領域ごとに設置した６つの戦略部を中心に、グループ間シナジー

の創出やグループ横断的な施策を推進してまいりました。

拠点展開におきましては、西濃運輸株式会社市川支店（千葉県市川市）の建て替えなどを実施し、物流施設の再

編や既存拠点の機能強化を推進しました。これにより、物流インフラの充実と輸送品質の向上に取り組んでまいり

ました。

一方、ドライバーの時間外労働規制への対応や輸送力確保に伴い、傭車・外注費は引き続き増加傾向で推移しま

した。こうした中、配車業務の効率化やデジタル技術・AIを活用した業務の省人化を推進するなど、生産性の向上

とコストの抑制に努めました。

さらに、福山通運株式会社と共同で設立したTGL山陰株式会社や、業務提携先であるＡＺ－ＣＯＭ丸和ホール

ディングス株式会社との連携を通じ、物流機能や経営資源の相互活用を推進しました。企業の垣根を越えた輸送の

共同化や輸送ネットワークの相互補完を進めることで、輸送ネットワーク全体の効率化と最適化に取り組んでまい

りました。
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この結果、売上高は3,206億77百万円（前年同期比3.8％増）、営業利益は134億19百万円（前年同期比10.0％

増）となりました。

 

（自動車販売事業）

自動車販売事業におきましては、乗用車販売において、メーカーによる新車の供給制限が依然として一部残った

ものの、環境性能割の廃止に伴う前期からの登録ずれ込みの影響と、人気の大型SUVやコンパクトカーの販売が堅

調に推移したため新車販売台数は前年実績を上回る結果となりました。

中古車販売では、車両価格の高止まりを背景とした購入マインドの低下の影響がみられたものの、U-Car商品化

工程の効率化を図り、各店舗における展示車両の充実と回転率の向上に取り組んだことから、小売販売台数は手堅

く推移いたしました。

また、整備事業にも引き続き注力したほか、新たに設立したトレーニングセンターを通じて人財の確保と育成に

も努めました。

トラック販売においても、乗用車と同様に環境性能割の廃止に伴う需要繰り延べによる当期へのずれ込みの影響

などもあり、新車販売台数は前年実績を上回る結果となりました。

この結果、売上高は622億57百万円（前年同期比14.1％増）、営業利益は47億96百万円（前年同期比14.5％増）

となりました。

 

（物品販売事業）

物品販売事業におきましては、燃料や紙・紙製品に代表される物品の販売を行っております。燃料販売における

燃料単価の上昇や、介護家庭紙の販売が好調であったことから、売上高は217億31百万円（前年同期比6.9％増）、

営業利益は７億59百万円（前年同期比5.3％増）となりました。

 

（不動産賃貸事業）

不動産賃貸事業におきましては、所有する土地及び跡地が持つ立地特性のポテンシャルを最大限に引き出すた

め、利用価値の高い賃貸などへのトランスフォームを継続して推進してきたことなどから、売上高は12億86百万円

（前年同期比5.8％増）、営業利益は９億51百万円（前年同期比6.4％増）となりました。

 

（その他）

その他の事業におきましては、情報関連事業、労働者派遣業、建築工事請負業、及び住宅販売業などを行ってお

ります。売上高は147億34百万円（前年同期比9.0％増）、営業利益は13億31百万円（前年同期比7.2％増）となり

ました。

 

（2）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ121

億74百万円減少し、718億89百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、前中間連結会計期間に比べ32億46百万円減少し、192億84百万円となりまし

た。これは主に、法人税等の支払額が増加したこと等によるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、前中間連結会計期間に比べ47億54百万円減少し、154億54百万円となりまし

た。これは主に、有形及び無形固定資産の売却による収入が増加したこと等によるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、前中間連結会計期間に比べ43億86百万円増加し、160億73百万円となりまし

た。これは主に、長期借入金の返済による支出が増加したこと等によるものです。

 

（3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。
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（4）経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

（5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について、重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

 

（6）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当中間連結会計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針につい

て重要な変更はありません。

 

（7）研究開発活動

該当事項はありません。
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３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 794,524,668

計 794,524,668

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発
行数（株）
（2026年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2026年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 187,679,783 187,679,783

東京証券取引所

プライム市場

名古屋証券取引所

プレミア市場

単元株式数 100株

計 187,679,783 187,679,783 ― ―

　（注）　提出日現在の発行数には、2026年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

　2026年４月１日～

　2026年９月30日
― 187,679 ― 42,481 ― 116,937
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（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式（自己株式を
除く。）の総数に対する
所有株式数の割合(％)

公益財団法人　田口福寿会 岐阜県大垣市田口町１番地 26,107 15.64

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社
東京都港区赤坂１丁目８番１号 15,408 9.23

株式会社日本カストディ銀行 東京都中央区晴海１丁目８番12号 14,197 8.50

THE CHASE MANHATTAN BANK,

N.A. LONDON SPECIAL ACCOUNT

NO.1

(常任代理人　株式会社みずほ銀

行)

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET

LONDON EC2P 2HD, ENGLAND

(東京都港区港南２丁目１５－１品川イ

ンターシティＡ棟)

9,300 5.57

株式会社十六銀行 岐阜県岐阜市神田町８丁目26番地 6,120 3.67

株式会社大垣共立銀行 岐阜県大垣市郭町３丁目98番地 4,065 2.43

アドニス株式会社 岐阜県大垣市旭町２丁目５番地 3,440 2.06

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505001

(常任代理人　株式会社みずほ銀

行)

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, BOSTON,

MASSACHUSETTS

(東京都港区港南２丁目１５－１品川イン

ターシティＡ棟)

3,247 1.94

岐建株式会社 岐阜県大垣市西崎町２丁目46番地 3,000 1.80

セイノーホールディングス従業

員持株会
岐阜県大垣市田口町１番地 2,299 1.38

計 ― 87,186 52.22

　（注）１　上記のほか当社保有の自己株式20,722千株（11.04％）があります。自己株式20,722千株には株式報酬制度

「株式給付信託（BBT）」により、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式199千株及

び株式報酬制度「株式給付信託（J-ESOP）」により、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する

当社株式3,901千株を含めておりません。

 

２　上記の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。なお、株式会社日本カストディ銀

行（信託Ｅ口）の所有株式数にはBBTに係る当社株式199千株及びJ-ESOPに係る当社株式3,901千株が含まれ

ております。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 15,408千株

株式会社日本カストディ銀行 14,197千株
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３　2025年３月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、みずほ証券株式会社及びその共同

保有者３社（みずほ信託銀行株式会社、アセットマネジメントOne株式会社及びみずほインターナショナ

ル）が2025年２月28日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として

2026年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりま

せん。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

みずほ証券株式会社 株式 1,090,724 0.58

みずほ信託銀行株式会社 株式 4,314,680 2.28

アセットマネジメントOne株式会社 株式 2,489,600 1.31

みずほインターナショナル 株式         0 0.00

合計 7,895,004 4.17
 
　（注）上記保有株券等の数及び株券等保有割合には、新株予約権付社債の保有に伴う保有潜在株式の数が

1,650,197株含まれております。

 

４　2026年３月５日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書(変更報告書）において、野村證券株式会社

及びその共同保有者２社（NOMURA INTERNATIONAL PLC及び野村アセットマネジメント株式会社）が2026年２

月27日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2026年９月30日現

在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

野村證券株式会社 株式 1,476,621 0.78

NOMURA INTERNATIONAL PLC 株式 3,324,389 1.74

野村アセットマネジメント株式会社 株式 3,678,800 1.96

合計 8,479,810 4.40
 
　（注）上記保有株券等の数及び株券等保有割合には、新株予約権付社債の保有に伴う保有潜在株式の数が

5,251,308株含まれております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 20,722,500 － 単元株式数　100株

完全議決権株式(その他) 普通株式 166,768,400 1,667,684 同上

単元未満株式 普通株式 188,883 － －

発行済株式総数  187,679,783 － －

総株主の議決権  － 1,667,684 －

　（注）１　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式44株が含まれております。

２　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が800株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数８個が含まれております。「単元未満

株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式10株が含まれております。

３　「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」により、株式会社日本カ

ストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式199,500株（議決権1,995個）及び株式報酬制度「株式給付信託

（J-ESOP）」により、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式3,901,600株（議決権

39,016個）が含まれております。「単元未満株式」欄の普通株式にはJ-ESOPに係る当社株式40株が含まれてお

ります。

 

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

セイノーホールディングス

株式会社
岐阜県大垣市田口町１番地 20,722,500 - 20,722,500 11.04

計 ― 20,722,500 - 20,722,500 11.04

　（注）　上記には、株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」により、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有

する当社株式199,500株及び株式報酬制度「株式給付信託（J-ESOP）」により、株式会社日本カストディ銀行

（信託Ｅ口）が保有する当社株式3,901,600株を含めておりません。
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２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当中間会計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

（１）退任役員

役職名 氏名 退任年月日

取締役 伊地知　隆彦 2026年７月１日

（注）取締役伊地知隆彦は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

 

（２）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性6名　女性2名　（役員のうち女性の比率25.0％）
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第４【経理の状況】

１　中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 87,822 77,404

受取手形 5,056 4,654

営業未収金、売掛金及び契約資産 104,408 101,190

棚卸資産 ※１ 21,989 ※１ 20,502

その他 10,984 10,974

貸倒引当金 △476 △506

流動資産合計 229,784 214,220

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※２ 154,162 ※２ 162,152

機械装置及び運搬具（純額） 22,152 23,576

工具、器具及び備品（純額） 6,045 6,558

土地 ※２ 227,793 ※２ 221,625

建設仮勘定 13,535 9,241

その他（純額） 10,424 10,564

有形固定資産合計 434,113 433,719

無形固定資産   

のれん 7,274 5,954

その他 8,989 9,414

無形固定資産合計 16,264 15,369

投資その他の資産   

投資有価証券 89,753 120,990

長期貸付金 174 188

退職給付に係る資産 4,964 4,869

繰延税金資産 5,802 6,060

その他 9,681 9,631

貸倒引当金 △472 △282

投資その他の資産合計 109,904 141,458

固定資産合計 560,282 590,546

資産合計 790,066 804,767
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 293 175

営業未払金及び買掛金 53,218 51,231

短期借入金 ※２,※３,※４ 6,884 ※２,※３,※４ 9,550

１年内返済予定の長期借入金 ※２,※４ 1,796 ※２,※４ 1,786

未払金 17,340 17,008

未払費用 19,606 16,660

未払法人税等 12,066 8,640

未払消費税等 5,354 5,279

その他 13,177 12,789

流動負債合計 129,740 123,122

固定負債   

長期借入金 ※２,※４ 82,578 ※２,※４ 74,755

繰延税金負債 14,356 24,559

役員退職慰労引当金 1,410 1,380

株式給付引当金 4,652 4,497

役員株式給付引当金 321 307

退職給付に係る負債 70,312 69,292

資産除去債務 4,016 4,077

その他 11,410 11,364

固定負債合計 189,058 190,234

負債合計 318,798 313,356

純資産の部   

株主資本   

資本金 42,481 42,481

資本剰余金 77,231 77,424

利益剰余金 329,653 332,499

自己株式 △50,280 △49,484

株主資本合計 399,085 402,920

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 30,620 48,420

土地再評価差額金 △102 △102

為替換算調整勘定 2,883 2,329

退職給付に係る調整累計額 11,072 9,964

その他の包括利益累計額合計 44,474 60,611

新株予約権 54 87

非支配株主持分 27,653 27,790

純資産合計 471,267 491,410

負債純資産合計 790,066 804,767
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 398,559 420,688

売上原価 351,613 369,360

売上総利益 46,945 51,328

販売費及び一般管理費 ※１ 28,844 ※１ 30,914

営業利益 18,101 20,413

営業外収益   

受取利息 25 36

受取配当金 690 778

持分法による投資利益 － 1,439

その他 736 642

営業外収益合計 1,453 2,897

営業外費用   

支払利息 648 875

持分法による投資損失 26 －

投資事業組合運用損 227 314

その他 156 170

営業外費用合計 1,059 1,359

経常利益 18,495 21,950

特別利益   

固定資産売却益 235 911

投資有価証券売却益 91 44

関係会社株式交換益 － ※２ 3,102

その他 21 119

特別利益合計 349 4,178

特別損失   

固定資産処分損 203 377

減損損失 33 －

投資有価証券評価損 111 －

事故関連損失 － ※３ 2,915

その他 3 13

特別損失合計 352 3,306

税金等調整前中間純利益 18,492 22,822

法人税、住民税及び事業税 6,134 7,747

法人税等調整額 659 1,236

法人税等合計 6,793 8,984

中間純利益 11,698 13,838

非支配株主に帰属する中間純利益 940 818

親会社株主に帰属する中間純利益 10,757 13,019
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益 11,698 13,838

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 5,739 17,709

為替換算調整勘定 △234 106

退職給付に係る調整額 △389 △564

持分法適用会社に対する持分相当額 △556 △1,121

その他の包括利益合計 4,559 16,129

中間包括利益 16,257 29,968

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 15,237 29,156

非支配株主に係る中間包括利益 1,020 811
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 18,492 22,822

減価償却費 12,738 13,207

減損損失 33 －

のれん償却額 1,085 1,095

関係会社株式交換損益（△は益） － △3,102

事故関連損失 － 2,915

貸倒引当金の増減額（△は減少） 7 △5

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △201 △13

株式給付引当金の増減額（△は減少） △141 △155

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 55 △13

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △253 △577

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △183 △262

受取利息及び受取配当金 △716 △815

支払利息 648 875

持分法による投資損益（△は益） 26 △1,439

投資事業組合運用損益（△は益） 227 314

投資有価証券売却損益（△は益） △91 △44

投資有価証券評価損益（△は益） 111 －

有形及び無形固定資産除売却損益（△は益） △32 △533

売上債権の増減額（△は増加） 7,190 3,076

棚卸資産の増減額（△は増加） 910 1,754

仕入債務の増減額（△は減少） △5,380 △1,899

未払消費税等の増減額（△は減少） △992 154

その他 △3,325 △3,907

小計 30,206 33,444

利息及び配当金の受取額 738 942

利息の支払額 △656 △882

法人税等の支払額 △7,756 △11,304

事故関連損失の支払額 － △2,915

営業活動によるキャッシュ・フロー 22,531 19,284

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,434 △3,422

定期預金の払戻による収入 5,706 1,677

有形及び無形固定資産の取得による支出 △23,340 △19,294

有形及び無形固定資産の売却による収入 263 5,242

投資有価証券の取得による支出 △1,097 △400

投資有価証券の売却及び償還による収入 135 69

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入
－ 590

投資その他の資産の増減額（△は増加） 10 △67

貸付けによる支出 △22 △30

貸付金の回収による収入 14 521

その他 △444 △342

投資活動によるキャッシュ・フロー △20,209 △15,454
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  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,561 2,513

長期借入れによる収入 － 3,000

長期借入金の返済による支出 △664 △10,833

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式の処分による収入 337 525

配当金の支払額 △8,786 △9,899

非支配株主への配当金の支払額 △166 △622

その他 △845 △756

財務活動によるキャッシュ・フロー △11,687 △16,073

現金及び現金同等物に係る換算差額 △82 69

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △9,448 △12,174

現金及び現金同等物の期首残高 77,354 84,064

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 67,906 ※ 71,889
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1) 連結の範囲の重要な変更

　当中間連結会計期間において、連結の範囲の重要な変更はありません。

 

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

　当中間連結会計期間において、持分法適用の範囲の重要な変更はありません。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　　　該当事項はありません。
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（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

１．株式給付信託（J-ESOP）

　当社は、当社の株価や業績と当社グループの従業員の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有

することにより、株価向上への当社グループの従業員の意欲や士気を高めるため、当社グループの従業員に対して自

社の株式を給付する取引を行っております。

（1）取引の概要

　当社は、2019年12月６日開催の取締役会決議に基づき、「株式給付信託（J-ESOP）」を導入しております。

　本制度は、予め対象会社が定める株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした対象会社の従業員に対し当社株式

を給付する仕組みです。対象会社は、従業員に対し勤続年数や個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の条

件により受給権を取得したときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員に対し給付する株式に

ついては、当社が予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。

（2）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式とし

て計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度5,757百万円、3,992千株、当中間連結

会計期間5,626百万円、3,901千株であります。

 

２．信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）

　当社は、従業員に対する当社の中長期的な企業価値向上へのインセンティブの付与を目的として、従業員持株会に

信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っておりましたが、当中間連結会計期間にて、信託期間は終了いたしま

した。

（1）取引の概要

　当社は、2022年３月４日開催の取締役会決議に基づき、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）」

（以下、「本プラン」といいます。）を導入しております。

　本プランは、「セイノーホールディングス従業員持株会」（以下「持株会」といいます。）に加入するすべての従

業員を対象とするインセンティブ・プランです。本プランでは、当社が信託銀行に「セイノーホールディングス従業

員持株会専用信託」（以下、「従持信託」といいます。）を設定し、従持信託は、今後４年間にわたり持株会が取得

すると見込まれる数の当社株式を予め取得します。その後は、従持信託から持株会に対して継続的に当社株式の売却

が行われるとともに、信託終了時点で従持信託内に株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額が

残余財産として受益者適格要件を満たす者に分配されます。なお、当社は、従持信託が当社株式を取得するための借

入に対し保証することになるため、当社株価の下落により従持信託内に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点に

おいて従持信託内に当該株式売却損相当の借入金残債がある場合は、かかる保証行為に基づき、当社が当該残債を弁

済することになります。

（2）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式とし

て計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度245百万円、215千株であります。な

お、当中間連結会計期間においては、信託期間が終了しているため、従持信託が保有する当社株式はありません。

 

（取締役に対する株式給付信託）

　当社は、取締役の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇によるメリットのみなら

ず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有することで、当社の中長期的な企業価値の増大に貢献する意識を高める

ことを目的として、株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」を導入しております。

（1）取引の概要

　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本信託」

といいます。）を通じて取得され、取締役（社外取締役を除きます。以下「対象取締役」といいます。）に対して、

当社が定める役員株式給付規程に従って、役位等に応じて、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭

（以下「当社株式等」といいます。）が本信託を通じて給付される株式報酬制度です。なお、対象取締役が当社株式

等の給付を受ける時期は、原則として対象取締役の退任時となります。当該信託契約に係る会計処理については、

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月

26日）に準じて、総額法を適用しております。

（2）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式とし

て計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度377百万円、214千株、当中間連結会計

期間350百万円、199千株であります。
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（中間連結貸借対照表関係）

　※１　棚卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

商品及び製品 19,748百万円 18,059百万円

仕掛品 961 1,008

原材料及び貯蔵品 1,278 1,434

計 21,989 20,502

 

　※２　担保資産及び担保付債務

　　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

建物及び構築物 443百万円 407百万円

土地 1,493 989

計 1,937 1,397

 

　　　　担保付債務は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

短期借入金 50百万円 50百万円

１年内返済予定の長期借入金 98 98

長期借入金 294 245

計 442 393

 

　※３　貸出コミットメント契約

　当社の連結子会社である株式会社地区宅便は、運転資金の安定的な調達を可能とするため、取引金融機関とファシ

リティ契約（貸出コミットメント契約）を締結しております。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであり

ます。

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

貸出コミットメントの総額 1,000百万円 1,000百万円

借入実行残高 500 500

差引額 500 500
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　※４　財務制限条項

　当社の連結子会社である株式会社地区宅便が締結したシンジケートローン契約には財務制限条項が付されており、

下記のいずれかに抵触した場合、期限の利益を喪失する可能性があります。

 

１　2025年３月期以降の各決算期末における株式会社地区宅便の単体ベースでの純資産の部を、直前の各決算期末又

は2024年３月期末のいずれか大きい方の75％以上とすること

 

２　2025年３月期以降の各決算期末において、株式会社地区宅便の単体ベースでの経常損益が２期連続して損失とな

らないこと

 

　なお、この契約に基づく借入残高は以下のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

短期借入金 500百万円 500百万円

１年内返済予定の長期借入金 85 85

長期借入金 233 191

計 818 776

 

　さらに、当社が締結したシンジケートローン契約には財務制限条項が付されており、下記のいずれかに抵触した場
合、期限の利益を喪失する可能性があります。
 

１　2026年３月期以降の各決算期末における当社の連結ベースでの純資産の部を、直前の各決算期末又は2025年３月

期末のいずれか大きい方の75％以上とすること

 

２　2026年３月期以降の各決算期末において、当社の連結ベースでの経常損益が２期連続して損失とならないこと

 

　なお、この契約に基づく借入残高は以下のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

長期借入金 40,000百万円 30,000百万円

計 40,000 30,000

 

 

　　５　保証債務

一部の連結子会社の顧客の車両及び住宅購入資金（銀行借入金等）に対して次のとおり保証を行っておりま

す。

前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

顧客 63百万円 顧客 58百万円
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（中間連結損益計算書関係）

　※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
　　至 2025年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
　　至 2026年９月30日）

人件費 16,806百万円 17,361百万円

（うち、退職給付費用） （453） （452）

（うち、役員退職慰労引当金繰入額） （124） （126）

（うち、役員株式給付引当金繰入額） （55） （25）

減価償却費 1,353 1,609

貸倒引当金繰入額 9 △16

広告宣伝費 717 838

のれん償却額 1,085 1,095

 

　※２　関係会社株式交換益

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

当社の持分法適用関連会社である西濃シェンカー株式会社（現 ディエスヴィ・コントラクトロジスティクス株式会

社。以下「西濃シェンカー」）が、2026年６月１日を効力発生日として、ディエスヴィ・エアーシー株式会社（以下

「エアーシー」）を吸収分割承継会社、西濃シェンカーを吸収分割会社とする会社分割を実施いたしました。

これに伴い、移転した西濃シェンカー株式の連結上の帳簿価額と、受取対価であるエアーシー株式の評価額との差額

3,102百万円を特別利益に「関係会社株式交換益」として計上しております。

 

　※３　事故関連損失

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

2023年９月に発生した山陽自動車道尼子山トンネル内における当社連結子会社所有車両の火災事故に関して、道路管

理者より道路法第58条及び道路整備特別措置法第40条の規定に基づく原因者負担金として道路施設の復旧費用の請求を

受け、支払額が確定したため、2,915百万円を特別損失に「事故関連損失」として計上しております。

 

　　４　当社グループは、「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務

対応報告第46号　2024年３月22日）第７項を適用し、当中間連結会計期間を含む対象会計年度に関する国際最低課税額

に対する法人税等を計上しておりません。

 

　　５　当社グループは、当中間連結会計期間に係る有価証券の減損処理の方法として、切放し法を適用しております。

 

　　６　当社グループは、当中間連結会計期間に係る棚卸資産の帳簿価額の切下げの方法として、切放し法を適用してお

ります。

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
至 2026年９月30日）

現金及び預金勘定 71,387百万円 77,404百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △3,480 △5,515

現金及び現金同等物 67,906 71,889
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月26日

定時株主総会
普通株式 9,081 59 2025年３月31日 2025年６月27日 利益剰余金

（注）　2025年６月26日定時株主総会の決議による配当金の総額には、株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」にかか

る信託Ｅ口が保有する当社株式に対する配当金８百万円、株式報酬制度「株式給付信託（J-ESOP）」にかかる信

託Ｅ口が保有する当社株式に対する配当金245百万円及び従業員持株会専用信託口が保有する当社株式に対する

配当金33百万円が含まれております。

 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月12日

取締役会
普通株式 6,621 43 2025年９月30日 2025年12月５日 利益剰余金

（注）　2025年11月12日取締役会の決議による配当金の総額には、株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」にかかる信

託Ｅ口が保有する当社株式に対する配当金９百万円、株式報酬制度「株式給付信託（J-ESOP）」にかかる信託Ｅ

口が保有する当社株式に対する配当金175百万円及び従業員持株会専用信託口が保有する当社株式に対する配当

金17百万円が含まれております。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月25日

定時株主総会
普通株式 10,172 61 2026年３月31日 2026年６月26日 利益剰余金

（注）　2026年６月25日定時株主総会の決議による配当金の総額には、株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」にかか

る信託Ｅ口が保有する当社株式に対する配当金13百万円、株式報酬制度「株式給付信託（J-ESOP）」にかかる信

託Ｅ口が保有する当社株式に対する配当金243百万円及び従業員持株会専用信託口が保有する当社株式に対する

配当金13百万円が含まれております。

 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月12日

取締役会
普通株式 7,179 43 2026年９月30日 2026年12月７日 利益剰余金

（注）　2026年11月12日取締役会の決議による配当金の総額には、株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」にかかる信

託Ｅ口が保有する当社株式に対する配当金８百万円、株式報酬制度「株式給付信託（J-ESOP）」にかかる信託Ｅ

口が保有する当社株式に対する配当金167百万円が含まれております。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       （単位：百万円）

 輸送事業
自動車販売
事業

物品販売
事業

不動産賃貸
事業

その他
（注）１

計
調整額
（注）２

中間連結
損益計算書
計上額
（注）３

売上高         

顧客との契約から生じ

る収益
308,301 53,499 20,326 － 13,241 395,369 － 395,369

その他の収益 624 1,079 － 1,215 270 3,190 － 3,190

外部顧客への売上高 308,925 54,579 20,326 1,215 13,512 398,559 － 398,559

セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,138 5,726 7,466 － 5,103 19,434 △19,434 －

計 310,064 60,305 27,793 1,215 18,615 417,993 △19,434 398,559

セグメント利益 12,201 4,187 721 894 1,241 19,246 △1,145 18,101

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報関連事業、住宅

販売業、タクシー業、旅行代理店業、建築工事請負業、労働者派遣業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△1,145百万円には、セグメント間取引消去△23百万円及び各報告セグ

メントに配分していない全社費用△1,121百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグ

メントに帰属しない提出会社の営業費用であります。

３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。
 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       （単位：百万円）

 輸送事業
自動車販売
事業

物品販売
事業

不動産賃貸
事業

その他
（注）１

計
調整額
（注）２

中間連結
損益計算書
計上額
（注）３

売上高         

顧客との契約から生じ

る収益
320,064 61,479 21,731 － 14,458 417,734 － 417,734

その他の収益 613 778 － 1,286 276 2,954 － 2,954

外部顧客への売上高 320,677 62,257 21,731 1,286 14,734 420,688 － 420,688

セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,112 6,043 8,366 － 5,130 20,651 △20,651 －

計 321,789 68,301 30,098 1,286 19,864 441,340 △20,651 420,688

セグメント利益 13,419 4,796 759 951 1,331 21,257 △843 20,413

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報関連事業、住宅

販売業、タクシー業、旅行代理店業、建築工事請負業、労働者派遣業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△843百万円には、セグメント間取引消去172百万円及び各報告セグメン

トに配分していない全社費用△1,016百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメン

トに帰属しない提出会社の営業費用であります。

３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（金融商品関係）

　金融商品の中間連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められな

いため、記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

　有価証券の中間連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められな

いため、記載を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

デリバティブ取引については、当社グループの事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しておりま

す。

 

（企業結合等関係）

当中間連結会計期間において、重要な企業結合等はありません。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

(1）１株当たり中間純利益 72円11銭 80円03銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
10,757 13,019

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益（百万円）
10,757 13,019

普通株式の期中平均株式数（千株） 149,170 162,665

(2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 66円35銭 －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（百万円）
△17 －

（うち社債発行差金の償却額（税額相当額控除

後）（百万円））　　　　　　　　　（注）１
(△17) －

普通株式増加数（千株） 12,676 －

（注）１．社債額面金額よりも高い価額で発行したことによる当該差額に係る中間連結会計期間償却額（税額相当額控除

後）であります。

２．当中間連結会計期間の「潜在株式調整後１株当たり中間純利益」は、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

３．株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」にかかる信託Ｅ口が保有する当社株式を、「１株当たり中間純利益」

及び前中間連結会計期間の「潜在株式調整後１株当たり中間純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において

控除する自己株式に含めております（前中間連結会計期間174千株、当中間連結会計期間208千株）。

４．株式報酬制度「株式給付信託（J-ESOP）」にかかる信託Ｅ口が保有する当社株式を、「１株当たり中間純利

益」及び前中間連結会計期間の「潜在株式調整後１株当たり中間純利益」の算定上、期中平均株式数の計算にお

いて控除する自己株式に含めております（前中間連結会計期間4,113千株、当中間連結会計期間3,945千株）。

５．従業員持株会専用信託口が保有する当社株式を、「１株当たり中間純利益」及び前中間連結会計期間の「潜在

株式調整後１株当たり中間純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めておりま

す（前中間連結会計期間492千株、当中間連結会計期間30千株）。
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（重要な後発事象）

（持分法適用関連会社株式の譲渡）

当社は、会社法第370条及び当社定款第26条の定めに基づく2026年10月30日付の取締役会書面決議により、当社の

持分法適用関連会社である株式会社阪急阪神エクスプレス（以下、「ＨＥＸ」）について、当社が保有する同社株

式3,710株のすべてを阪急阪神ホールディングス株式会社（以下、「ＨＨＨＤ」）に25,479百万円で譲渡すること

を決定いたしました。これに伴い、ＨＥＸは当社の持分法適用関連会社から除外されることとなります。

 

(1)譲渡の理由

ＨＥＸの親会社であるＨＨＨＤより、ＨＥＸの更なる成長に向けて株主構成を見直し、同社株式を今後の成長に最

適なオーナーに集約する方針の下、当社が保有するＨＥＸ株式を取得したい旨の申し出を受けました。当社は当該

申し出について検討した結果、当社が保有するＨＥＸ株式の全てをＨＨＨＤに譲渡することを決定いたしました。

 

(2)譲渡する相手会社の名称

阪急阪神ホールディングス株式会社

 

(3)譲渡の時期

2027年３月期第４四半期中（予定）

 

(4)当該持分法適用関連会社の名称及びその事業の内容

会社名称　　：　株式会社阪急阪神エクスプレス

事業の内容　：　利用運送事業、通関業、倉庫業、貨物自動車運送事業、輸出入貿易業及びその代理業等

 

(5)譲渡株式数、譲渡価額、譲渡後の所有株数

売却株式数　　　　：　3,710株

売却価額　　　　　：　25,479百万円

売却益(連結)　　　：　約120億円

　　　　　　　　　　　なお、上記売却益は、株式譲渡の実行時期等により変動する可能性があります。

売却後の所有株数　：　0株
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２【その他】

 2026年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(１）配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　7,179百万円

(２）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　43円00銭

(３）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　2026年12月７日

（注） 2026年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年11月12日

セイノーホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

 

有限責任 あずさ監査法人

名古屋事務所
 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 中　村　哲　也

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 中　野　孝　哉

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員

 

 
公認会計士 山　田　修　平

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセイノーホール

ディングス株式会社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から

2026年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利

益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、セイノーホールディングス株式会社及び連結子会社の2026年９月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国におい

て一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書におい

て中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結

論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として

存続できなくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

 
 

 （注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　     ２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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